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 The use of automobiles that do not consume fossil fuel should be promoted to shift 
to a carbon-free society. Since 2010, eco-car tax reduction has been incorporated into 
automobile weight tax. However, the reduction focuses on fuel efficiency instead of 
CO2 emission, which is inadequate for the sustainability of a carbon-free 
environment. Towards this end, a new CO2 emission tax base should be incorporated 
into automobile weight tax, which is the only national tax among vehicle-related 
taxes. Managing environmental information, such as CO2 emission from vehicles, is 





































































































年度 2014 2015 2016 2017 2018 2019
EV軽自動車 1,786 1,042 407 455 346 802
EV乗用車 14,649 12,794 13,056 23,634 23,011 19,774
FCV乗用車 102 494 1,204 661 603 707
PHV乗用車 14,714 14,997 13,847 34,102 21,099 17,054
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16） 天野明弘監訳『環境関連税制 その評価と導入戦略』12頁（有斐閣、2002）。OECD, Environ-






































































































































































































































































































車両重量 13年未満 13年経過 18年経過
～500kg以下 8,200 11,400 12,600
～1,000kg以下 16,400 22,800 25,200
～1,500kg以下 24,600 34,200 37,800
～2,000kg以下 32,800 45,600 50,400
～2,500kg以下 41,000 57,000 63,000





















































48） OECD, Revenue Statistics 2019 (OECD Publishing, Paris, 2019), 38.
49） 「自動車が大気汚染の移動性発生源であり、社会資本である道路を最も利用するものである以
上、その取得保有者は、自然環境保全のため、また社会環境保全のための環境経費を負担すべ
きであるからである。そして、その負担基準の測定は、各自動車の CO2排出量基準を採用した
燃費と走行距離に応じたものとなるべきである。」とするものとして、伊藤悟「環境国家・日本
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●柴 由花　脱炭素社会に向けた車体課税のあり方
動車等については排気量の代わりに定格出力をもって性能を評価することが妥当であ
る50）。
Ⅵ まとめ
　自動車重量税は、租税特別措置を通じて道路財源から環境に配慮した税へと移行し
ているが、環境関連税としてのインパクトは小さい。租税特別措置によって、燃費等
を基準とした車体に対して税の減免と重課を行っているが、軽減措置の方が多いた
め、税収は減少傾向にあり、また、CO2の排出量とのリンクはほとんど認められない
という問題がある51）52）。脱炭素社会の構築のために、自動車重量税を環境関連税とし
て機能させ、CO2の排出量と税額をリンクさせていくためには、自動車重量税の課税
物件、課税標準自体を脱炭素化に向けて構築する必要があるであろう。
　もっとも、本来の自動車重量税は、重量に応じて道路損傷の費用を負担するための
ものである。脱ガソリン車といえども、車体の重量に応じて負担をするべきであ
る53）。さらに、自動車重量税は、一種の権利創設税である。自動車重量税は車体課税
の中でも唯一、国税であり、検査を通じて自動車の情報を把握することができる。国
における自動車税のあり方」札幌法学24巻１号29頁（2012）。
50） 「自動車関係税制に関する研究会報告書」17‒18頁（2010）。「自動車関係税制のあり方に関す
る検討会報告書」 ６頁（2013）（https://www.soumu.go.jp/main_content/000258313.pdf、最終閲覧日
2021年１月11日）。
51） 「自動車税には、排出ガスおよび燃費基準の優れた自動車は税率を軽減し、新車新規登録から
一定年数を経過した自動車は税率を重くする特例措置等が講じられている。これらの措置は、
燃費の悪い自動車から燃費の良い自動車への転換を促進する効果や、低燃費車の技術開発を促
進する効果が一定程度はあるのかもしれない。しかし、自動車の燃費は、その時々の走行方法
や走行条件などにより変化するものであり、燃費基準を満たしているからといって、必ずしも
その燃費により走行されているとは限らない。また、燃費基準以上の技術開発のインセンティ
ブが働かないおそれもある。」と指摘するものに、宮葉敏之「環境問題に対する税制面での対応
に関する一考察─地球温暖化問題を中心として─」税大論叢41号239頁（2003）。
52） 2004（平成16）年度のデータを用いて推計し、自家用乗用車部門における温暖化対策に焦点
を当て、「自動車グリーン税制」のうち、①自動車税のグリーン化、②低燃費車の取得に係る自
動車取得税の特例、③低公害車の取得に係る自動車取得税の特例の３つの施策が、消費者の自
動車購入行動に与えるインパクトについて、施策導入後（平成16年度）のデータを用いて推計
したところ、「環境負荷の小さい自動車の普及」という目的に若干は資すものの、減税による自
動車の購入費用の低下により、施策がない場合には自家用乗用車を買わない消費者の購入を促
し、CO2排出量の増加を招く可能性がある。ただし、車両コスト全体に占める減税額の割合が
大きくないことなどから、インパクトそのものは大きくないとするものとして、藤原徹「低公
害車・低燃費車に対する減税措置が自動車購入行動に与える影響について」RIETI Discussion 
Paper Series 11-J-008（2011）（https://www.rieti.go.jp/jp/publications/dp/11j008.pdf、最終閲覧2021年
１月11日）。
53） 自動車重量税の趣旨が、公平や原因者負担に基づく道路損傷に対する補償にあるとすれば、
道路損傷の度合いを的確に表す軸重を基準に課税すべきとするものに、渡邉・前掲注5）、182頁。
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が環境関連税として課税を行うための CO2の排出量等、車体に関する情報を一元的
に管理することが望ましいであろう。
